患者さんに請求できる書類作成料について

患者さんに依頼される書類によって、作成料を徴収できる場合とできない場合があります。

また保険点数で定められているものもあります。

有償交付が認められる文書

· 一般の診断書（産業医が主治医に依頼する職場復帰等に関する意見書、生命保険等に必要な診断書などの作成料）
· 出産育児一時金又は出産手当金に係る証明書
· 診療録の開示手数料（閲覧、写しの交付等に係る手数料）
· 外国人患者が自国の保険請求等に必要な診断書等の翻訳料など
保険請求ができる文書

· 傷病手当金意見書（その都度、「B０１２　傷病手当金意見書交付料」で請求）
· あんま・マッサージ・はり・きゅうの施術に係る同意書
（「B０１３　療養費同意書交付料」で請求）

無償（無料）で交付しなければならない証明書

療養担当規則第6条（証明書等の交付）
保険医療機関は、患者から保険給付を受けるために必要な保険医療機関又は保険医の証明書、意見書等の交付を求められたときは、無償で交付しなければならない。
とあるため

· 療養費支給申請書用領収明細書
· 生活保護を受けられる方の療養要否意見書

· 移送料、補装具などに関する証明書、意見書
などについては、無料で作成して下さい。

有料で作成する診断書の注意点

有料で作成することが認められている「生命保険等に必要な診断書などの作成料」ですが、診断書自体が不必要なケースがあります。
例えば、「患者さんが自身で傷害保険に加入しており、ケガの通院等で保険料が支払われる場合」です。

よく「ケガでの通院に日額○円が支払われます」とCMを見かけますよね。

こういった傷害保険で治療費を請求する場合、保険会社から送られてくる書類の中に医師に作成してもらう診断書が含まれています。
しかし、「保険金請求額が10万円以下の場合は、治療状況申告欄のご記入により診断書の取り付けを省略することができます。」とあることが多く、治療費によっては診断書自体が不必要となります。

